
平成１９年度網使用料猟缶齏







１．接続料の変更に際し用いる通信量等の予測について

データ時期 構







(西日本の原価及び回線数に基づく接続料）
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Ⅶ.自己資本利益率の算定　

駒分

暗値 用



Ⅷ.利益対応税率の算定

利益対応税としては、事業税、法人税、匿(







（参考２）

設備区分別の費用明細表【西日本】
（総務省通知モデルの出力結果をもとに作成）

（単位：百万円）
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(東西合算した原価及び通信量等に基づく接続料）
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・中継伝送専用機能

（1）原価の算定

（単位：百万円）

専用回線 ＭＡ内伝送路 ＭＡ間伝送路 接続装置 備考
管理運営費 回線比例 回線距離比例

①指定設備管理運営費 4,948 10 1,960 227 224 2,528 （参考2）設備区分別の費用明細表より

②他人資本費用 144 0 84 4 12 44 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×他人資本利子率

③自己資本費用 458 0 267 13 40 139 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×自己資本比率×自己資本利益率

④利益対応税 320 0 186 9 28 97 （③自己資本費用＋（⑪有利子負債以外の負債の額×利子相当率））×利益対応税率

⑤合計 5,870 10 2,496 253 304 2,806 ①+②+③+④

⑥正味固定資産価額 21,412 0 12,495 619 1,862 6,437 （参考3）設備区分別固定資産明細表より

⑦投資等 69 0 40 2 6 21 ⑥正味固定資産×投資等比率

⑧貯蔵品 188 0 110 5 16 57 ⑥正味固定資産×貯蔵品比率

⑨運転資本 195 1 79 9 10 96 （①設備管理運営費－（⑫減価償却費＋⑬通信設備使用料＋⑭固定資産税））×45.625日÷365日

⑩レートベース 21,864 1 12,724 635 1,894 6,610 ⑥+⑦+⑧+⑨

⑪有利子負債以外の負債の額 2,338 0 1,361 68 203 707 ⑩ﾚｰﾄﾍﾞｰｽ×他人資本比率×有利子負債以外の負債が淝回線 栗ス

⑧貯蔵品�















Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定



⑲ミ 求書の発行勏Aミ 1ミムムムA葖 Aミミ硄能の停侼=侼1ミ











Ⅸ　料金設定に使用したトラヒック

機能別トラヒック

区分
通信回数
（千回）

通信時間
（千時間）












